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１．運用管理の状況 

（１）運用管理の状況 

平成１４年８月の住民基本台帳ネットワークシステム運用開始からこれまでの間、重大な障害等

もなく、順調に稼働している。 

 

（２）ネットワーク 

令和５年１月から令和５年１２月までに、不正アクセスによるネットワークへの侵入はなかった。

また、ネットワーク機器の故障による障害が５件あったが、別のアクセス回線により通信の確保を

するとともに、速やかに機器の交換を行うことで、運用上大きな支障はなかった。【別紙１】 

 

（３）事務的運用 

事務的な運用において、個人情報保護に係る問題はなかった。 

 

（４）本人確認情報の提供状況 

県サーバから提供された県民の本人確認情報の事務区分別提供件数【別紙２】 

令和５年度 １６０，０５１件 

全国サーバ（地方公共団体情報システム機構所管）から国の行政機関等に提供された本人確認情

報の事務区分別提供件数【別紙３】 

令和５年度 １，５５８，２９２，３７９件 

 

（５）住民基本台帳ネットワークシステムにおける個人情報保護・セキュリティ確保のための措置 

【別紙４】 

 

  

資 料 １ 

第１ 稼働状況について 



ネットワーク機器等の障害一覧(令和５年)

【原因区分別一覧】

区分 令和５年 計

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

ＩＰ－ＶＰＮ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

アクセス区間 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 4

ルータ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ＳＷ－ＨＵＢ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理装置Ｘ 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

外部要因 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他・不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 3 0 0 0 1 0 0 0 0 5

【障害状況一覧】

区分 発生 回復
団体
コード

団体名
原因
区分

障害内容 対応結果

日付 時間 日付 時間

発見 1月1日 13時20分 1月1日 15時02分 19204 都留市 アクセス区
間

発見 4月10日 5時08分 4月10日 21時41分 19424 忍野村 アクセス区
間

発見 4月10日 5時08分 4月10日 21時41分 19425 山中湖村 アクセス区
間

発見 4月10日 5時08分 4月10日 21時41分 19429 鳴沢村 アクセス区
間

発見 8月16日 4時38分 8月16日 14時10分 19442 小菅村 処理装置Ｘ 全国センターから処理装置Ｘへの通
信不可

処理装置XのCPUボード不良のため、
交換により復旧

全国センターから主系アクセス回線
への通信不可を検出、従系アクセス
回線により通信確保

最寄局の収容装置を交換し、復旧

全国センターから従系アクセス回線
への通信不可を検出

全国センターから従系アクセス回線
への通信不可を検出

全国センターから従系アクセス回線
への通信不可を検出

被災したケーブルを新設し回線切り
替えを実施し復旧

被災したケーブルを新設し回線切り
替えを実施し復旧

被災したケーブルを新設し回線切り
替えを実施し復旧

アクセス区間：県～ＮＴＴまでの回線 外部要因：監視・保守対象範囲外の要因による以上及び突発停電等
その他 ：上記に該当しない区分 不明 ：原因不明のまま障害復旧

発見：全国センターにて発見 通報：各団体からの通報

別 紙 １



業務の所管及び利用提供状況（令和５年度）

法律 事務略称 所管 登録人数 件数

別表第一
（第30条の9関係）

地方公務員災害補償法 地方公務員災害補償法による災害補償等に関する事務 職員厚生課 2 0

恩給法 恩給法による年金の支給に関する事務 職員厚生課 1 73

労働施策総合推進法 労働施策総合推進法による職業転換給付金支給に関する事務 労政人材育成課 2 31

税務課 1

総合県税事務所 50

消防法 消防法による危険物取扱者免状の交付等に関する事務等 消防保安課 1 0

宅地建物取引業法 宅地建物取引業法による免許・登録に関する事務 建築住宅課 4 37

中北地域県民センター 7

峡東地域県民センター 7

峡南地域県民センター 7

富士・東部地域県民センター 10

パスポート室 9

特別支援学校就学奨励法 特別支援学校就学奨励法による経費の支弁に関する事務 特別支援教育・児童生徒支援課 2 0

中北保健福祉事務所 6

峡東保健福祉事務所 1

峡南保健福祉事務所 3

富士・東部保健福祉事務所 4

中北保健福祉事務所 3

峡東保健福祉事務所 2

峡南保健福祉事務所 3

富士・東部保健福祉事務所 7

原爆被爆者援護法 被爆者援護法による医療特別手当等の支給に関する事務 健康増進課 2 540

障害福祉課 1

子ども福祉課 1

中央児童相談所 2

都留児童相談所 2

児童扶養手当法 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務 子ども福祉課 1 0

中北保健福祉事務所 2

峡東保健福祉事務所 1

峡南保健福祉事務所 1

富士・東部保健福祉事務所 2

子ども福祉課 1

峡南保健福祉事務所 7

富士・東部保健福祉事務所 4

身体障害者福祉法 身体障害者福祉法による身体障害者手帳の交付に関する事務 障害者相談所 2 87,033

知的障害者福祉法 知的障害者福祉法による知的障害児者の判定に関する事務 障害者相談所 2 7,651

健康増進課 1

中北保健福祉事務所 4

峡東保健福祉事務所 2

峡南保健福祉事務所 3

富士・東部保健福祉事務所 2

フロン排出抑制法 フロン排出抑制法による登録、更新等に関する事務 環境・エネルギー政策課 2 0

住宅宿泊事業法 住宅宿泊事業法による届出に関する事務 衛生薬務課 3 8

高校無償化法 高校無償化法による就学支援金の支給に関する事務 高校教育課 0 0

地方税法
地方税法等による地方税等の賦課徴収又は調査（犯則事件の調
査を含む）に関する事務

母子父子寡婦福祉法 母子父子寡婦福祉法による資金の貸付け等に関する事務 85

生活保護法 生活保護法による保護の決定及び実施等に関する事務 87

別表第三
（第30条の11関係）

又は

別表第五
（第30条の15第1項第1号
関係）

又は

別表第六
（第30条の15第2項第1号
関係）

16,403

旅券法 旅券法による一般旅券の発給等に関する事務

精神保健福祉法 精神保健福祉法による措置の実施又は手帳交付に関する事務 25,694

児童福祉法 児童福祉法による里親の認定、登録等又は徴収に関する事務

18,100

感染症予防法 感染症予防法による措置又は療養費の支給等に関する事務

153

0

難病法 難病法による特定医療費の支給に関する事務 3

別紙２



業務の所管及び利用提供状況（令和５年度）

法律 事務略称 所管 登録人数 件数

別紙２

山梨県恩給条例 山梨県恩給条例による年金である給付の支給に関する事務 職員厚生課 1 0

火薬類取締法
火薬類取締法による火薬類製造保安責任者免状又は火薬類取扱
保安責任者免状の書換えに関する事務

消防保安課 1 0

特別弔慰金支給法
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による特別弔慰金の
支給に関する事務

国保援護課 1 16

特別給付金支給法
戦没者等の妻に対する特別給付金支給法による特別給付金の支
給に関する事務

国保援護課 1 36

特別給付金支給法
戦没者の父母等に対する特別給付金支給法による特別給付金の
支給に関する事務

国保援護課 1 0

特別給付金支給法
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法による特別給付金の
支給に関する事務

国保援護課 1 7

山梨県心身障害者扶養共済条例 山梨県心身障害者扶養共済条例による年金の支給に関する事務 障害福祉課 1 3,946

山梨県看護職員修学資金貸与条例
山梨県看護職員修学資金貸与条例による看護職員修学資金の貸
与に関する事務

医務課 2 0

山梨県医師修学資金及び
医師研修資金貸与条例

山梨県医師修学資金及び医師研修資金貸与条例による修学資金
の貸与に関する事務

医務課 2 0

山梨県国家資格等取得
応援給付金事業実施要綱

母子家庭の母又は父子家庭の父に対する生活の安定に資する資
格の取得を促進するための給付金の支給に関する事務

中北保健福祉事務所 2 0

採石法
採石法による採石業者の登録又は登録事項の変更に係る届出に
関する事務

森林整備課 1 3

砂利採取法
砂利採取法による砂利採取業者の登録又は登録事項の登録事項
の変更に係る届出に関する事務

森林整備課 1 3

山梨県営住宅設置及び管理条例
山梨県営住宅設置及び管理条例による家賃、駐車場に係る使用
料その他の費用又は過料の徴収に関する事務

住宅対策室（建築住宅課） 9 142

山梨県特定公共賃貸住宅設置
及び管理条例

山梨県特定公共賃貸住宅設置及び管理条例による家賃、駐車場
に係る使用料その他の費用又は過料の徴収に関する事務

住宅対策室（建築住宅課） 9 0

山梨県特別支援教育
就学奨励事業実施要項

特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務(特
別支援学校への就学奨励に関する法律によるものを除く。)

特別支援教育・児童生徒支援課 0 0

山梨県高等学校等
奨学給付金支給要領

高等学校等(私立のものを除く。)における奨学のための給付金
の支給に関する事務

高校教育課 0 0

峡南保健福祉事務所 7

富士・東部保健福祉事務所 4

合計 224 160,051

条例で定める事務
（第30条の15第1項第2
号、同条第2項第2号関
係）

生活保護法 生活に困窮する外国人に対する保護に関する事務 0



提供先 事務区分 提供件数(件)

被災者生活再建支援法（平成十
年法律第六十六号）第六条第一
項に規定する支援法人

被災者生活再建支援法による同法第三条第一項の被災者生活再建
支援金の支給に関する事務 7,780

公的給付の支給等の迅速かつ確
実な実施のための預貯金口座の
登録等に関する法律第十条に規
定する特定公的給付の支給を実
施する国の機関又は法人

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登
録等に関する法律による同法第10条の特定公的給付の支給を実施
するための基礎とする情報の管理に関する事務

10,101,696

恩給法（大正十二年法律第四十八号。他の法律において準用する
場合を含む。）による年金である給付の支給又は一時金に関する
事務

448,470

執行官法の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定によりな
お従前の例により支給されることとされる同法による改正前の執
行官法附則第13条の規定による年金である給付の支給に関する事
務

128

国会議員互助年金法を廃止する法律又は同法附則第２条第１項の
規定によりなおその効力を有することとされる旧国会議員互助年
金法による年金である給付の支給に関する事務

2,379

地方公務員等共済組合法第53条第１項の短期給付若しくは同法第
76条の退職等年金給付の支給若しくは同法第112条第１項若しくは
第112条の２第１項の福祉事業の実施、地方公務員等共済組合法の
長期給付等に関する施行法第３条第１項、第２項、第４項若しく
は第７項若しくは第３条の２の年金である給付の支給又は被用者
年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正
する法律附則第60条第５項、第61条第１項若しくは第65条第１項
の年金である給付の支給に関する事務

20,544,725

厚生年金保険法による被保険者に係る届出、年金である給付若し
くは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権
者に係る届出又は同法第89条の保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務

10,800

社会保障協定の実施に伴う厚生年金保険法等の特例等に関する法
律による同法第59条第１項の文書の受理及び送付又は同法第60条
第１項若しくは第２項の保有情報の提供に関する事務

9

地方公務員等共済組合法の一部
を改正する法律附則第23条第１
項第３号に規定する存続共済会

地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律附則第23条第１項
第１号又は第２号に規定する給付のうち年金である給付の支給に
関する事務

241,863

地方公務員災害補償基金
地方公務員災害補償法による公務上の災害若しくは通勤による災
害に対する補償又は福祉事業の実施に関する事務 4,341

電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）による同法第九
条の登録、同法第十三条第五項の届出、同法第四十六条第三項
（同法第七十二条第二項において準用する場合を含む。）の交
付、同法第百十七条第一項の認定又は同法第百二十二条第五項の
届出に関する事務

1,338

日本電信電話株式会社等に関する法律による同法第10条第２項の
認可に関する事務 4

電波法による同法第４条の免許、同法第４条の２第２項の届出、
同法第８条第１項の予備免許、同法第24条の６第２項（同法第24
条の13第２項において準用する場合を含む。）の届出、同法第27
条の18第１項の登録、同法第37条の検定、同法第41条第１項の免
許又は同法第48条の２第１項の船舶局無線従事者証明に関する事
務

36,159

司法試験法（昭和二十四年法律第百四十号）による司法試験又は
司法試験予備試験の実施に関する事務 4,726
不動産登記法による不動産の表題登記（同法第２条第20号に規定
する表題登記をいう。）、表題部所有者（同条第10号に規定する
表題部所有者をいう。以下この欄において同じ。）の氏名若しく
は名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記、
表題部所有者についての更正の登記、所有権の保存若しくは移転
の登記、登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての
変更の登記若しくは更正の登記又は同法第131条第１項の申請に関
する事務

17,001

後見登記等に関する法律による同法第７条又は第８条の登記に関
する事務 21,175

国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和５年度）

総務省

地方公務員共済組合

総務省

法務省

別紙３



国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和５年度）
別紙３

外務省

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法
律（平成25年法律第48号）による同法第４条第１項の外国返還援
助、同法第11条第１項の日本国返還援助、同法第16条第１項の日
本国面会交流援助又は同法第21条第１項の外国面会交流援助に関
する事務

247

国家公務員共済組合法第七十四条の退職等年金給付若しくは同法
附則第十三条の二第二項の一時金の支給、国家公務員共済組合法
の長期給付に関する施行法（昭和三十三年法律第百二十九号）第
三条の年金である給付の支給又は被用者年金制度の一元化等を図
るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第三十六条
第五項、第三十七条第一項若しくは第四十一条第一項の年金であ
る給付の支給に関する事務

7,864,922

旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法によ
る年金である給付の支給に関する事務 2,622

厚生年金保険法等の一部を改正
する法律附則第32条第２項に規
定する存続組合又は同法附則第
48条第１項に規定する指定基金

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第32条第２項第１号
又は第３号に規定する年金である給付（当該給付に相当するもの
として支給されるものを含む。）に係る権利の決定若しくは支給
の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務

2,181,082

国税庁

国税通則法その他の国税（同法第２条第１号に規定する国税をい
う。以下この欄において同じ。）に関する法律による国税の納付
義務の確定、納税の猶予、担保の提供、還付又は充当、附帯税
（同条第４号に規定する附帯税をいう。）の減免、調査（犯則事
件の調査を含む。）、不服審査その他の国税の賦課又は徴収に関
する事務

20,114,771

財務省 関税法による同法第24条第２項の許可に関する事務 1,532

日本学生支援機構
独立行政法人日本学生支援機構法による同法第13条第１項第１号
の学資の貸与及び支給に関する事務 2,636,283

高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第14条第１
項及び第２項の規定により読み替えて適用する同法第６条第１項
の就学支援金の支給に関する事務

11,791

博物館法による同法第５条第１項第３号の認定に関する事務 27

日本私立学校振興・共済事業団

私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）第二
十条第一項の短期給付、同条第二項の退職等年金給付若しくは同
法第二十五条において準用する国家公務員共済組合法附則第十三
条の二第二項の一時金の支給若しくは私立学校教職員共済法第二
十六条第一項若しくは第二項の福祉事業の実施又は被用者年金制
度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法
律附則第七十八条第三項若しくは第七十九条の年金である給付の
支給に関する事務

4,312,243

厚生労働省
労働者災害補償保険法による同法第７条第１項の保険給付の支給
又は同法第29条第１項の社会復帰促進等事業の実施に関する事務 1,203,555

独立行政法人
　勤労者退職金共済機構

中小企業退職金共済法による同法第10条第１項、第30条第２項若
しくは第43条第１項の退職金、同法第16条第１項若しくは第30条
第３項の解約手当金又は同法第31条第２項の差額の支給に関する
事務

24,584

障害者の雇用の促進等に関する法律による同法第２章第２節の職
業紹介等、同法第19条第１項の障害者職業センターの設置及び運
営、同法第49条第１項の納付金関係業務若しくは同法第73条第１
項若しくは第74条第１項の納付金関係業務に相当する業務の実
施、同法第74条の２第１項の在宅就業障害者特例調整金若しくは
同法附則第４条第２項の報奨金等の支給又は同法第74条の３第１
項の登録に関する事務

56

雇用保険法による同法第10条第１項の失業等給付又は同法第61条
の６第１項の育児休業給付の支給に関する事務 3,871,267

雇用保険法による同法第62条の雇用安定事業又は同法第63条若し
くは第64条の能力開発事業の実施に関する事務 28,124

健康保険法による同法第５条第２項又は第123条第２項の業務の実
施に関する事務 764,093

船員保険法による同法第４条第２項の業務の実施に関する事務 22,020

国民年金法等の一部を改正する法律附則第87条第２項の規定によ
り厚生年金保険の管掌者たる政府が支給するものとされた年金で
ある給付若しくは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の
解除又は受給権者に係る届出に関する事務

47,233

厚生年金保険法による被保険者に係る届出、年金である給付若し
くは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権
者に係る届出又は同法第89条の保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務

481,762,567

国家公務員共済組合連合会

文部科学省

厚生労働省

日本年金機構



国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和５年度）
別紙３

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第16条第３項又は第
７項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するもの
とされた年金である給付に係る権利の決定若しくは支給の停止の
解除又は受給権者に係る届出に関する事務

2,549,177

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則
第16条第３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給
するものとされた年金である給付に係る権利の決定若しくは支給
の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務

4,244

国民年金法による被保険者に係る届出、年金である給付若しくは
一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権者に
係る届出、同法第95条の保険料その他徴収金の徴収、同法第119条
の３の設立の認可又は同法第139条の届出に関する事務

840,626,800

年金生活者支援給付金の支給に関する法律による同法第２条第１
項の老齢年金生活者支援給付金、同法第10条第１項の補足的老齢
年金生活者支援給付金、同法第15条第１項の障害年金生活者支援
給付金又は同法第20条第１項の遺族年金生活者支援給付金の支給
に関する事務

8,260,901

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平成十
六年法律第百六十六号）による同法第三条第一項の特別障害給付
金の支給に関する事務

4,643

社会保険診療報酬支払基金

社会保険診療報酬支払基金法による同法第15条第１項第６号に掲
げる業務として行う健康保険法第205条の４第１項第２号、船員保
険法第153条の10第１項第２号、私立学校教職員共済法第47条の３
第１項第２号、国家公務員共済組合法第114条の２第１項第２号、
国民健康保険法第113条の３第１項第１号、地方公務員等共済組合
法第144条の33第１項第２号又は高齢者の医療の確保に関する法律
第165条の２第１項第１号の情報の収集又は整理に関する事務

145,834,581

公的年金制度の健全性及び信頼
性の確保のための厚生年金保険
法等の一部を改正する法律附則
第３条第13号に規定する存続連
合会

公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法
等の一部を改正する法律附則第40条第１項第１号から第４号ま
で、第２項第１号、第２号若しくは第４号から第６号まで若しく
は第３項第１号、第２号若しくは第４号から第７号までに掲げる
業務として行う年金である給付若しくは一時金の支給又は同条第
６項の規定による同法附則第５条第１項の規定によりなおその効
力を有するものとされた同法第１条の規定による改正前の厚生年
金保険法第130条第５項の情報の収集、整理若しくは分析、公的年
金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一
部を改正する法律附則第40条第７項の規定による同法附則第38条
第３項の規定により読み替えて適用する同法第２条の規定による
改正後の確定給付企業年金法第93条の情報の収集、整理若しくは
分析若しくは公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚
生年金保険法等の一部を改正する法律附則第40条第８項の規定に
よる同法附則第38条第３項の規定により読み替えて適用する同法
附則第102条の規定による改正後の確定拠出年金法第48条の２の情
報の収集、整理若しくは分析に関する事務

3,680,813

国民年金法による同法第137条の15第１項の規定による年金である
給付若しくは一時金の支給又は同条第２項第２号に掲げる業務と
して行う同法第128条第５項の情報の収集、整理若しくは分析に関
する事務

733,029

確定拠出年金法による同法第66条第１項（同条第２項において準
用する場合を含む。）の届出、同法第67条第１項の個人型年金加
入者等に関する原簿若しくは同条第２項の個人型年金加入者等に
関する帳簿の記録及び保存又は同法第73条において準用する同法
第２章第５節の年金である給付若しくは一時金若しくは同法附則
第３条第２項の脱退一時金の支給に関する事務

16,579

石炭鉱業年金基金
石炭鉱業年金基金法による年金である給付又は一時金の支給に関
する事務 9,888
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留
邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による同法第６
条第１項の永住帰国旅費、同法第７条の自立支度金、同法第13条
第３項の一時金若しくは同法第18条第１項の一時帰国旅費の支給
又は同法第13条第２項若しくは第４項の保険料の納付に関する事
務

36

戦傷病者戦没者遺族等援護法による同法第５条の援護に関する事
務 12,256

厚生労働省

国民年金基金連合会

日本年金機構



国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和５年度）
別紙３

独立行政法人　農業者年金基金
独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付若し
くは同法附則第６条第１項第１号の給付の支給又は同法第44条の
保険料その他徴収金の徴収に関する事務

2,067

農林漁業団体職員共済組合

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律によ
る年金である給付（同法附則第16条第３項の規定により厚生年金
保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金である給付を
除く。）若しくは一時金の支給又は同法附則第57条第１項の特例
業務負担金の徴収に関する事務

14,127

建設業法第27条の２第１項に規
定する指定試験機関

建設業法による技術検定の実施に関する事務 72,841

建設業法第27条の19第１項に規
定する指定資格者証交付機関

建設業法による監理技術者資格者証の交付に関する事務 161,125

国土交通省

道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）による同法第
十二条第一項の変更登録、同法第五十五条第一項の技能検定の実
施、同法第五十九条第一項の新規検査、同法第六十七条第一項の
変更記録、同法第七十一条第四項の交付又は同法第九十七条の三
第一項の届出に関する事務

6,264

独立行政法人
　環境再生保全機構

石綿による健康被害の救済に関する法律による同法第３条の救済
給付の支給又は同法第４条第１項若しくは第22条第１項の認定に
関する事務

11,395

計 1,558,292,379



住基ネットにおける個人情報保護・セキュリティ確保のための措置 

 

１ 保有情報の制限・利用の制限 

（１） 都道府県や地方公共団体情報システム機構が保有する情報は、４情報（氏名・住

所・生年月日・性別）、住民票コード、個人番号及びこれらの変更情報に限定 

（２） 情報提供を行う行政機関の範囲や利用目的を限定 

（３） 住民票コードの民間利用を禁止。住民票コードはいつでも変更が可能 

 

２ 外部からの侵入防止 

（１） 専用回線の利用、地方公共団体情報システム機構が管理するファイアウォールに

より厳重な通信制御、IDS（侵入検知システム）による侵入検知 

（２） 通信相手となるコンピュータとの相互認証、通信を行う際にはデータを暗号化 

（３） 通信プロトコルは、SMTP、HTTP、FTP、Telnet 等の汎用性のあるものは使用せず、

独自のアプリケーションによる通信 

 

３ 内部の不正使用（不正閲覧）、情報漏えいの防止 

（１） システム操作者には守秘義務が課され、違反した者は刑罰に処される（２年以下

の懲役または 100万円以下の罰金）（住民基本台帳法第 42条） 

（２） 操作者認証に生体認証を用いることにより、操作者以外の者の操作を防止 

（３） 操作者証の提示・着用の義務づけにより、なりすましを防止 

（４） 操作履歴の確認、及び地方公共団体情報システム機構での業務アクセスログの常

時監視 

（５） 本人確認情報を媒体に記録して情報連携する場合は、複数人で取り扱うとともに、

連携完了後直ちに物理的に廃棄し、記録 

 

４ その他の措置 

（１） 全市区町村におけるチェックリストによる自己点検とそれに基づく指導 

（２） 本人確認情報提供状況の開示を実施 

   ※ 開示請求件数 

令和５年 … ０件（過去には平成２７年に請求された１件のみ） 

（３） 研修の実施・受講要請 

  ① 操作者研修の実施 

    業務端末利用所属のセキュリティ責任者及び操作者を対象としたアンケート形式

による研修を実施 

（Ｒ５.６.６～Ｒ５.６.３０） 

  ② 担当者説明会動画の視聴依頼 

    市町村向け担当者説明会（新型コロナウイルス感染症の影響により動画視聴形式） 

   の動画視聴を業務端末利用者に要請 

別紙４ 



 

 

１．個人番号カードの交付申請状況等 

市町村において交付される個人番号カードの交付申請枚数等【別紙５】 

令和５年１２月３１日までの累計申請枚数 ７００，８３４枚 

（【参考】令和６年１０月３１日までの累計申請枚数は ７５１，０５２枚） 

  ※ 個人番号カードの交付は平成２８年１月から開始。住民基本台帳カードの交付は平成２７年

１２月末をもって終了。 

 

２．各種届出の状況 

市町村において届出等がなされた令和５年末までの住民票の写しの広域交付の請求等及び転出転

入の特例による届出の件数【別紙６】 

 

（１）広域交付 

○住民票の写しの広域交付：いずれの市町村においても住民票の写しの交付が受けられる。 

・交付地：他市町村に住民登録のある者が自市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和５年末まで   １２，３６４件 

・住所地：自市町村に住民登録のある者が他市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和５年末まで   １１，０５２件 

（２）転出転入の特例 

○転出転入の特例：転出地の市町村に、マイナンバーカードの写しを添付した上で「転出届」を郵

送もしくは窓口で提出、もしくはマイナポータルを通じてオンラインにより転出届を提出して

おけば、通常の手続きで発行される「転出証明書」を発行することなく、転入地の市町村窓口に

て転入手続きが可能となる。 

・転 出：自市町村から個人番号カード（有効期間内の住基カードを含む。以下同じ）を用いた

転出届により、他市町村に転出した件数 

・・・・・令和５年末まで    ２７，２６７件 

・転 入：他市町村から、転入届の特例により自市町村へ転入した件数 

・・・・・令年５年末まで    ２８，１８７件 

（３）コンビニ交付 

  ○個人番号カードを利用して、全国のコンビニ店舗で住民票の写し等の交付が受けられる（コン

ビニ交付サービス実施団体（２２市町村）に限る）。        

・・・・・令和５年末まで   ４００，６０９件 

（４）自動交付機による交付 

  ○自動交付機の設置市町村で、住民票の写し等の交付が受けられる。 

・他市町村：他市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数     

・・・・・令和５年末まで      ６４２件 

・自市町村：自市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数         

・・・・・令和５年末まで  ４２１，１５７件 

資 料 ２ 

第２ 住民基本台帳ネットワークに関する市町村窓口の状況について 



市町村
コード

市区町村名
申請件数

(a)

R5.1.1時点
住基人口

(b)

申請率
a/b

カード
発送件数

(ｃ)

カード発送
完了率

c/a

交付前設定
(d)

交付前設定
完了率

d/a

交付
(e)

申請に係る
交付率

e/a

交付前設定
後の交付率

e/d

19201 甲府市 158,934 186,393 85.3% 147,102 92.6% 146,651 92.3% 141,382 89.0% 96.4%

19202 富士吉田市 43,209 47,298 91.4% 39,303 91.0% 39,224 90.8% 38,469 89.0% 98.1%

19204 都留市 26,989 29,168 92.5% 24,749 91.7% 24,645 91.3% 23,823 88.3% 96.7%

19205 山梨市 29,685 33,511 88.6% 27,869 93.9% 27,690 93.3% 26,897 90.6% 97.1%

19206 大月市 19,707 22,204 88.8% 18,169 92.2% 18,126 92.0% 17,733 90.0% 97.8%

19207 韮崎市 24,057 28,356 84.8% 22,627 94.1% 22,607 94.0% 22,032 91.6% 97.5%

19208 南アルプス市 57,981 71,631 80.9% 53,415 92.1% 53,266 91.9% 51,650 89.1% 97.0%

19209 北杜市 36,619 45,984 79.6% 33,822 92.4% 33,749 92.2% 32,386 88.4% 96.0%

19210 甲斐市 64,702 76,598 84.5% 60,282 93.2% 60,101 92.9% 58,460 90.4% 97.3%

19211 笛吹市 58,331 67,641 86.2% 54,344 93.2% 54,207 92.9% 52,411 89.9% 96.7%

19212 上野原市 19,348 22,019 87.9% 17,942 92.7% 17,853 92.3% 17,366 89.8% 97.3%

19213 甲州市 25,973 29,925 86.8% 24,434 94.1% 24,407 94.0% 23,943 92.2% 98.1%

19214 中央市 27,264 30,802 88.5% 24,904 91.3% 24,829 91.1% 24,370 89.4% 98.2%

19346 市川三郷町 12,991 14,976 86.7% 12,235 94.2% 12,045 92.7% 11,766 90.6% 97.7%

19364 早川町 867 929 93.3% 801 92.4% 807 93.1% 770 88.8% 95.4%

19365 身延町 9,657 10,391 92.9% 9,073 94.0% 9,023 93.4% 8,875 91.9% 98.4%

19366 南部町 6,274 7,079 88.6% 5,938 94.6% 5,921 94.4% 5,850 93.2% 98.8%

19368 富士川町 12,685 14,340 88.5% 11,914 93.9% 11,846 93.4% 11,590 91.4% 97.8%

19384 昭和町 18,040 21,101 85.5% 16,524 91.6% 16,481 91.4% 16,082 89.1% 97.6%

19422 道志村 1,512 1,557 97.1% 1,364 90.2% 1,362 90.1% 1,341 88.7% 98.5%

19423 西桂町 3,661 4,084 89.6% 3,394 92.7% 3,383 92.4% 3,359 91.8% 99.3%

19424 忍野村 9,501 9,799 97.0% 8,851 93.2% 8,783 92.4% 8,557 90.1% 97.4%

19425 山中湖村 5,239 5,751 91.1% 4,839 92.4% 4,847 92.5% 4,747 90.6% 97.9%

19429 鳴沢村 2,695 3,121 86.4% 2,474 91.8% 2,468 91.6% 2,424 89.9% 98.2%

19430 富士河口湖町 23,804 26,765 88.9% 21,568 90.6% 21,475 90.2% 20,868 87.7% 97.2%

19442 小菅村 638 657 97.1% 611 95.8% 608 95.3% 597 93.6% 98.2%

19443 丹波山村 471 535 88.0% 430 91.3% 440 93.4% 421 89.4% 95.7%

700,834 812,615 86.2% 648,978    92.6% 646,844 628,169 89.6%

【参考】　近隣県個人番号カード申請受付状況

申請受付件数
R5.1.1時点
住基人口

申請率
申請率
（前月）

申請率増減
（前月比）

交付件数 交付率
交付率
（前月）

交付率増減
（前月比）

全国 110,543,767 125,416,877 88.1% 87.9% 0.3% 97,451,003 77.7% 77.4% 0.3%

山梨県 700,834 812,615 86.2% 86.0% 0.2% 628,169 77.3% 77.0% 0.3%

長野県 1,710,177 2,043,798 83.7% 83.5% 0.2% 1,539,911 75.3% 75.1% 0.2%

岐阜県 1,794,951 1,982,294 90.5% 90.3% 0.2% 1,608,769 81.2% 80.9% 0.2%

静岡県 3,271,819 3,633,773 90.0% 89.8% 0.2% 2,926,005 80.5% 80.3% 0.2%

新潟県 1,861,862 2,163,908 86.0% 85.9% 0.2% 1,682,266 77.7% 77.5% 0.2%

東京都 12,424,516 13,841,665 89.8% 89.4% 0.4% 10,553,552 76.2% 75.8% 0.4%

神奈川県 8,175,267 9,212,003 88.7% 88.5% 0.3% 7,112,723 77.2% 76.9% 0.4%

　　個人番号カード申請状況等　【令和5年12月31日時点】 別紙５



市町村
コード

市区町村名
申請件数

(a)

R6.1.1時点
住基人口

(b)

申請率
a/b

カード
発送件数

(ｃ)

カード発送
完了率

c/a

交付前設定
(d)

交付前設定
完了率

d/a

交付
(e)

申請に係る
交付率

e/a

交付前設定
後の交付率

e/d

19201 甲府市 174,400 184,827 94.4% 161,289 92.5% 160,587 92.1% 154,690 88.7% 96.3%

19202 富士吉田市 45,935 46,770 98.2% 41,737 90.9% 41,592 90.5% 40,609 88.4% 97.6%

19204 都留市 28,380 28,798 98.5% 25,992 91.6% 25,870 91.2% 24,915 87.8% 96.3%

19205 山梨市 31,126 33,114 94.0% 29,140 93.6% 28,942 93.0% 28,118 90.3% 97.2%

19206 大月市 20,875 21,742 96.0% 19,235 92.1% 19,168 91.8% 18,693 89.5% 97.5%

19207 韮崎市 25,727 28,089 91.6% 24,126 93.8% 24,077 93.6% 23,394 90.9% 97.2%

19208 南アルプス市 62,541 71,660 87.3% 57,448 91.9% 57,213 91.5% 55,245 88.3% 96.6%

19209 北杜市 39,098 45,533 85.9% 36,016 92.1% 35,899 91.8% 34,430 88.1% 95.9%

19210 甲斐市 69,335 76,514 90.6% 64,537 93.1% 64,254 92.7% 62,396 90.0% 97.1%

19211 笛吹市 61,937 67,271 92.1% 57,597 93.0% 57,377 92.6% 55,565 89.7% 96.8%

19212 上野原市 20,482 21,637 94.7% 18,925 92.4% 18,826 91.9% 18,287 89.3% 97.1%

19213 甲州市 27,288 29,600 92.2% 25,579 93.7% 25,497 93.4% 24,974 91.5% 97.9%

19214 中央市 29,049 30,657 94.8% 26,434 91.0% 26,333 90.7% 25,728 88.6% 97.7%

19346 市川三郷町 13,675 14,693 93.1% 12,853 94.0% 12,648 92.5% 12,322 90.1% 97.4%

19364 早川町 900 884 101.8% 834 92.7% 839 93.2% 806 89.6% 96.1%

19365 身延町 10,118 10,051 100.7% 9,505 93.9% 9,445 93.3% 9,287 91.8% 98.3%

19366 南部町 6,554 6,920 94.7% 6,180 94.3% 6,155 93.9% 6,083 92.8% 98.8%

19368 富士川町 13,244 14,127 93.7% 12,406 93.7% 12,327 93.1% 12,029 90.8% 97.6%

19384 昭和町 19,297 21,213 91.0% 17,665 91.5% 17,606 91.2% 17,111 88.7% 97.2%

19422 道志村 1,591 1,545 103.0% 1,430 89.9% 1,425 89.6% 1,399 87.9% 98.2%

19423 西桂町 3,845 4,001 96.1% 3,543 92.1% 3,526 91.7% 3,498 91.0% 99.2%

19424 忍野村 10,259 9,758 105.1% 9,522 92.8% 9,443 92.0% 9,138 89.1% 96.8%

19425 山中湖村 5,652 5,768 98.0% 5,204 92.1% 5,203 92.1% 5,082 89.9% 97.7%

19429 鳴沢村 2,790 3,079 90.6% 2,560 91.8% 2,551 91.4% 2,498 89.5% 97.9%

19430 富士河口湖町 25,791 26,965 95.6% 23,311 90.4% 23,189 89.9% 22,510 87.3% 97.1%

19442 小菅村 669 639 104.7% 633 94.6% 629 94.0% 620 92.7% 98.6%

19443 丹波山村 494 514 96.1% 447 90.5% 455 92.1% 435 88.1% 95.6%

751,052 806,369 93.1% 694,148    92.4% 691,076 669,862 89.2%

【参考】　近隣県個人番号カード申請受付状況

申請受付件数
R6.1.1時点
住基人口

申請率
申請率
（前月）

申請率増減
（前月比）

交付件数 交付率
交付率
（前月）

交付率増減
（前月比）

全国 117,552,806 124,885,175 94.1% 93.0% 1.2% 102,926,981 82.4% 81.6% 0.8%

山梨県 751,052 806,369 93.1% 91.9% 1.3% 669,862 83.1% 82.2% 0.9%

長野県 1,815,395 2,028,135 89.5% 88.4% 1.2% 1,624,498 80.1% 79.3% 0.8%

岐阜県 1,897,461 1,967,862 96.4% 95.3% 1.1% 1,689,943 85.9% 85.1% 0.8%

静岡県 3,477,911 3,606,469 96.4% 95.2% 1.2% 3,087,746 85.6% 84.7% 0.9%

新潟県 1,979,724 2,137,672 92.6% 91.4% 1.2% 1,773,558 83.0% 82.2% 0.8%

東京都 13,307,050 13,911,902 95.7% 94.4% 1.2% 11,239,501 80.8% 80.0% 0.8%

神奈川県 8,708,294 9,208,688 94.6% 93.4% 1.2% 7,526,999 81.7% 81.0% 0.7%

　　【参考】個人番号カード申請状況等　【令和６年１０月３１日時点】 別紙５



各種届出の状況について（令和5年）

【平成15年8月25日～令和5年12月31日】

交付地 住所地 転出届 転入届 他市町村 自市町村

19201 甲府市 3,050 2,205 5,326 7,840 73,555 1 0

19202 富士吉田市 624 506 3,370 1,748 44,228 21 46,865

19204 都留市 469 537 1,391 1,438 4,441 0 0

19205 山梨市 382 430 744 1,011 7,077 8 1,090

19206 大月市 309 410 857 521 1,017 0 0

19207 韮崎市 301 331 682 1,045 27,887 5 10,301

19208 南アルプス市 327 704 1,806 1,823 50,368 25 11,442

19209 北杜市 650 951 869 1,492 6,564 0 18,072

19210 甲斐市 526 935 2,215 2,272 28,324 0 81,017

19211 笛吹市 1,885 798 2,705 2,148 65,926 306 139,786

19212 上野原市 957 370 521 591 878 0 0

19213 甲州市 202 511 1,352 706 24,188 276 37,998

19214 中央市 353 376 132 965 16,566 0 26,280

19346 市川三郷町 146 151 404 259 1,297 0 0

19364 早川町 862 64 89 44 0 0 0

19365 身延町 240 179 375 198 684 0 0

19366 南部町 149 103 86 139 368 0 0

19368 富士川町 161 127 822 356 6,780 0 0

19384 昭和町 184 243 172 1,184 7,180 0 48,306

19422 道志村 23 60 129 25 128 0 0

19423 西桂町 47 62 84 109 0 0 0

19424 忍野村 66 158 427 420 4,968 0 0

19425 山中湖村 109 244 182 311 1,313 0 0

19429 鳴沢村 31 72 172 79 0 0 0

19430 富士河口湖町 264 509 2,255 1,428 26,872 0 0

19442 小菅村 25 10 54 34 0 0 0

19443 丹波山村 22 6 46 1 0 0 0

合計 12,364 11,052 27,267 28,187 400,609 642 421,157

自動交付機
による交付団体

コード
市町村名

住民票の写しの
広域交付

転出転入の特例
コンビニ
交付

別 紙 ６



各種届出の状況について（令和5年）

【令和5年1月1日～令和5年12月31日】

交付地 住所地 転出届 転入届 他市町村 自市町村

19201 甲府市 137 110 2,321 2,704 25,034 0 0

19202 富士吉田市 29 14 810 572 6,953 0 2,934

19204 都留市 11 22 536 540 3,217 0 0

19205 山梨市 19 14 408 337 3,032 8 1,090

19206 大月市 22 8 303 199 986 0 0

19207 韮崎市 16 17 285 348 4,778 0 0

19208 南アルプス市 15 37 791 736 16,017 0 0

19209 北杜市 43 29 406 483 3,265 0 605

19210 甲斐市 32 53 829 752 11,594 0 0

19211 笛吹市 92 33 984 809 11,530 0 2,632

19212 上野原市 20 15 195 198 878 0 0

19213 甲州市 5 20 315 269 3,286 0 1,883

19214 中央市 52 22 66 299 7,426 0 0

19346 市川三郷町 3 4 149 79 910 0 0

19364 早川町 24 0 34 21 0 0 0

19365 身延町 24 12 126 50 455 0 0

19366 南部町 3 4 60 46 242 0 0

19368 富士川町 9 5 393 105 1,606 0 0

19384 昭和町 13 15 169 472 3,739 0 0

19422 道志村 2 0 26 0 128 0 0

19423 西桂町 2 7 61 33 0 0 0

19424 忍野村 5 16 259 135 1,359 0 0

19425 山中湖村 7 18 107 107 999 0 0

19429 鳴沢村 0 0 131 5 0 0 0

19430 富士河口湖町 13 29 1,061 492 3,399 0 0

19442 小菅村 1 0 17 12 0 0 0

19443 丹波山村 3 3 46 1 0 0 0

合計 602 507 10,888 9,804 110,833 8 9,144

自動交付機
による交付団体

コード
市町村名

住民票の写しの
広域交付

転出転入の特例
コンビニ
交付

別 紙 ６


